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IV人 間関係論 の展 開
(1)フォレヅ トの先駆 的研究
以上のように,人 事管理が,労 働問題を充分人間的要素において処理 し得
ない状況 にあった時にあ って,人 間 関係の重要性 を強調 し,新 しい組織理論
を導 きだそ うと した試みが,1920年代 において 行 なわれ ていた。 メイ ヨー
(1)(2♪
一 派 の 「ホ ー ソ ソ実 験 」 に 先 ん じて のM .P.フォ レ ッ トの 研 究 で あ る。 す な
わち当時の合理化運動のさ中に進行する深刻な労資対立は彼女をしてその関
(1)フォレットを人間関係論の先駆的認識と認めるのは,原 田実稿 「組織学史」三
戸他著 「経営学史』所収。 権稿 「管理組織理論の展開」「経営論集」14巻1号,
馬場克三 「経営経済学」昭41参照。
(2)フォレットの理解には,藻利重隆 「経営学の基礎」第5章,中 村瑞穂稿 「組織
理論の系譜」(叢書現代経営2『経営の組織と構造』所収)参照。
なお,藻利教授は,「情況の法則」に関して フオレットとレスリスパーガーと
を対比し,経営の情況の把握が前者では対内的情況のみであり,経営の内面的原
理理解の方法においてなされているのに対 して,後者では,対外的情況をも含む
もので,固有の意味における人間理解の方法であると区別する。しか し,かかる
区別はありながら,ともに人間関係論的方法の存在を指摘される(藻利稿 「人間
関係論 と情況的理解」藻利編 『人間関係論」昭33,PP・90～1)。
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心を企業活動に向けさせ,企 業における人間関係問題の解決に積極的ならし
めたのである。彼女は主として人間活動の心理的基礎および人間集団の活動
のなかで役割を演 じる情緒的反応に関心を向けた。彼女の基本的理念は,人
間活動の根底にある心理的要因にかんする原理は,あ らゆる人間活動の領域
に一般的 ・普遍的にあてはまるものであるとい うことであった。そ こに彼女
が,協 働の方法を見出す 「協働の科学」を確立 しようとした意図を認めるこ
くヨ　 の
とが出来る。彼女は企業を 「人間関係の錯綜 した体系」 と観 じ,そ こでの最
大の弱点は組織であると考える。人間はそ こにおいて相互に関係を有 してい
て相互関係を 「全体情況」の中に,ま たそれを通 して見出すべ きことを述べ
る。 ここでい う 「全 体情 況」は 「諸 要素の相 互 関係によって決定 される情
況」 と解され るものである。健全な相互関係は,そ れに意義と価値を与える
　
諸関連を無視 している うちは実現を望めないのである。
くの
つ ぎに,経 営を活動 または機能 として捉え,組 織 も固定的観念か ら離れて
過程 として考察す る。そ うした観点に立って フォレットは,当 時の心理学の
中心をなしていたパーソナ リテ ィ研究が,本 来全体情況の一構成分子たる個
人を,全 体情況か ら分離 し,人 間を抽象化 している点を厳 しく批判す るとと
もに,か かる心理学を導入 して労働老ない し管理者を個人として取扱 う当時
の
の一時的な人事管理の限界を指摘する。管理は,そ れが機能的全体としての
経営情況の要請に従 って営 まれる場合にのみ,は じめて科学的であることが
出来 る。 こうした管理 こそが真の科学的管理だと解す るのである。かかる経
営の内面的原理を理解す るに当っての真の科学の徴候 として彼女は以下のよ
ゆ
うに4つ の事実を挙 げ る。(1)科学的管理の発展 と しての管理 の技術。(2)特殊
(3)Metcalf&Urwicked.,1)ツnamicAdminis〃ation-thecollectedpapersof
MaryParkerFollet-pp.123～4.
(4)ditto,ibid.,P.269.
(5)ditto,ibid,,P。60.
(6)ditto,ibi4.,PP.133～4.
(7)ditto,ibid.,P。187.
(8)ditto,ibid.,PP.117～122.
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化ないし職能化せ られた管理の発展傾向。(3)恣意的権限の解消傾向。④管理
が経営の基本的要素であ り,永久的職能であることの認識。彼女が重要視す
く　ラ
るのは,第3の 恣意的権限の解 消 の傾 向で あ る。フォレットは当時の産業
段階を反映 しての企業内部情況を理解するに二種の党派を考えている。一つ
は闘争的党派であって,団 体交渉において対立化する 「敵対を予期 し,搾取
く　の
にたいする自己防衛の衝動を喚起す るような党派」であ り,他は,従 業員代
表制に見 られ るような統合的党派である。後者は統合体を予想することによ
って,し たがって統合体の うちにおいてのみ理解 されるものであ り,全体の
統合的部分をなすのである。全体の統一体化を図るためには,阻 害要件の分
裂や闘争を建設的に処理せねばならず,強 い心理学的偏向を帯びた支配や妥
協にかわる統合の原理,全 体情況の法則,恣 意的権限の解消,命 令の非人格
く　り
化などが,統 一化を実現せ しめる基礎原理 として提唱 される。 このように彼
女は,労 資の対立に起因する分裂や闘争の処理を意図す るところか ら,組 織
の構造的側面を問題に した伝統的組織理論を批判する立場に立ち,い わゆる
組織の動態的側面,す なわ ち組織における人間行動の側面に関心を向けるの
である。 こうしたところか ら,フ ォレットの組織分析視点は第2の モデルの
段階か らさらに第3の 段階へ と進展す ると考えることが出来る。
's1
② 、ホ ー ソ ン実 験
ア メ リ カ企 業 経 営 は 以 上 の よ うな フ ォ レ ッ トの 労 作 を 産 み 出 しな が ら,実
際 に 人 間 関 係 論 を 手 中 に す る の は,メ イ ヨ ー一 派 の ホ ー ソ ソ実 験 の報 告 まで
待 た ね ぽ な らな か っ た 。
(9)フォ レッ トは問題解 決のた めの真 の科学的 管理 の登場 を促す要 因には以下 の よ
うな諸 点を指摘 す る。(1)能率的 管理が今や時 代遅れ とな った天然 資源 の乱用 に代
替す ること,(2)激烈化す る競争,(3)労働 力の不足.(4)人間関係 の倫理 の よ り広 い
概念,(5)能率的指揮 の責任感 を伴 な っての公共奉仕 として の企業 観念 の成長 が
それ であ る。ditto,ibia.,p.122・
(10)ditto,ibia.,P・74.
(11)権前掲稿参照 。
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ところでメイ ヨーはホーソソ実験に踏み切 るに当って,産 業社会における
危機の一つが労資関係にあ らわれると見てお り,労資問題に対する間接的攻
撃 として 「人間行動 と人間関係についての調査研究」を取 り上 げ よ うと し
ロ　ラ
た。そ こで メイ ヨーが解 決を見 出そ うとした 「産業におけ る困難な人 間の諸
問題」はつ ぎの三側面か らなる もの と考 え られ てい る。(1)階級意識 と「ス トラ
(13)
イキ」,(2)反復的仕事 と疲労 の諸 問題,(3)組織 と統制 の諸 問題。 こ うした メ
イ ヨーの思考は,ホ ー ソソ工場 の幹部 が抱 いていた問題点,す なわち,疲 労
の問題,単 調感の問題お よびそれ らが労働 と労働者に及ぼす影響 な どと合致
点を見 出 し,一 連 の臨床 的実験 に 取 りかか ることとなる。 実験は1924年か
ら始め られたが,そ の結果は主 に メイ ヨー自身 と レス リスパ ーガー お よび
デ ィク ソソに よって発表 され て,わ れわれ の知 る ところ とな った。以下,体
系的 な論述を レス リスバ ーガーに よ りなが ら,実 験過 程を概略的に考 察 しよ
く　の
う 。
実証的,臨 床的方法設定の下に,実 験はまず一連の照明実験を もって始め
られた。その 目的とす るところは,照 明の質 と量とが労働者の作業能率にい
かなる影響 を及ぼすかを発見す ることにあった。その結果は,照 明度 と作業
能 率 と の 間 に は 何 ら の 相 関 々係 も 存 し な い こ と が 明 ら か に さ れ,照 明 度 が 高
い ほ ど 生 産 性 は 向 上 す る と い う 仮 説 に も と ず く実 験 は 失 敗 に 終 っ た 。 つ い で
⑱ 桜 井 信 行 「人 間 関 係 と経 営 者 」 昭36,P・27。
(13)桜井,前 掲 書,p.28。
(1DWesternElec七ricCompany,HowthornePlantExperimen七の 詳 細 は 下 記
を 参 照 。
E.Mayo,ThellumanProblemsofanInaustrialCivili2ation,1933(勝木 ,
村 本 共 訳 「産 業文 明 に おけ る人 間 問 題 」 昭26.な お そ の後,原 著 の第4版 か らの
村 本新 訳,昭42を 手 に す る こ とが 出 来 る よ うに な った)。
ditto,TheSocialProblemsofanIndustrialCivilieation・1945(藤田,名 和
共 訳 「ア メ リカ文 明 と労 働 」 昭26)。
dit七〇,ThePoliticalProblemofIndustrialCiz,'ili2ation,1947.
F.J.Roethlisberger&W.J.Dickson,Mana8ementandtheWorher,1939.
F・J・Roethlisberger,Mαna.aementandMorαle,1941(野田,川 村 共 訳 「経 営
と勤 労 意 欲 」 昭29)。
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1927年4月か ら1932年5.月にかけて,国 家学術調査審議会 の産業労 働委員
会 とメイ ヨー らのグル ープとの共 同で始め られた のが,
(1)リレー組 立作業 テス ト1927年4月 よ り1932年8月まで 続け られ
た。1929年5月を境 として前 ・後期 に分かれ る。
(2)雲母 は ぎ作業 テス ト・1928年8月 よ り1930年4月まで。
(3)面接制度1928年8月 か ら1929年3月に至 る第1期 と,1929年7
月か ら1930年3月までに至 る第2期 とに分け られ る。
(4)配電器捲線作業観察一一一1931年9月よ り1932年5月まで。
等の一連 の調査研究であ る。
序段 の照明実験に おいて も,リ レー組立作業実 験で も,作 業 の物理的条件
の変 化が労働者 の作業能率にいかな る影響 を及 ぼすかを究 明せ ん とした もの
であ り,い わ ば,マ ーチ=サ イモ ソの 「受 身の道具」 モデルの仮定 の もとに
実験が行 なわれた もの とい える。 しか し,物 的条件 のあ らゆ る変化 と生産高
との間に充 分な相関 々係は発 見 されず,実 験 の仮 説 の 検 討 が 要 請 され る こ
ととな った。そ の結果,リ レー組立 グル ープにあ っては,監 督 の タイ プの変
化が,実 験 グル ープで形成 された イ ンフ ォーマルな グル ープの行動 規範 に内
容 の変 化を惹起 し,そ れが メ ンバ ー個人のモ ーテ ィヴ ェイ シ ・ソを促進 し,
その結果,生 産性が上昇 した とみ られた。 いわ ば,監 督 タイ プの変 化が個 々
の労 働者の価値観や態度 お よび 行動基準を 変化 させ た と 考 え られ るのであ
る。つ ぎに行 なわれ た雲母は ぎ作業 テス トは グル ープ編成 に当初 か ら集 団 出
来高制 を と り,生 産性 の上昇 と 経済的刺激 の 関連を 再検討 した ものであ っ
た。そ の結果は,強 い相関度は見 られず,そ れ以外の何 らか の社会的要因が
作 用 してい ることの確認が なされた。第3次 の面接 においては実験者の関心
は物的条件 か ら人間関係へ と移 り,2万 人以上 の労働者を面接 して、労 働者
の感情 や態度 を知 ろ うと した。 この段階か ら面接 それ 自体が監督者 と労 働者
の双方 の態 度に会社 に とって好 ま しい直接 の影響を及 ぼ し,あ わせ て非誘 導
型面接 の長所 を見 出す に至 った。 ・
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一 方,対 象 とされた労 働者 グル ー プの生産性 を測定 し,面 接結果を分析す
ることに よって,グ ル ープの各個人が生産高 を制 限す ることを知 ることがで
きた。下記 はそ の内容で あ る。
(1)労働者達 には,1日 の正当 な作業量 と考 えている標準があ って,こ れ
を越 えない よ うに してい る。 これは課せ られた標準 よ り低い ところに定
め られた。
(2)奨励賃金制,と くに集 団出来高賃金制 を快 く思わ ない。
③ グル ー プの認めてい る標準作業量 を越 えて働 くものにた い しては,何
らかの制裁 を加え る非公式 の慣習が あ る。
(4)グル ープを まとめ,そ のル ールを励行せ しめ るよ うな非公式 リーダ ー
がい る。
これ らの諸現象の生起要因 の一つ と して 「決定へ の参加」が考 え られ る。
労働者 の実験方法決定へ の参加が,イ ソフ ォーマル グル ープの行動規準を し
て企業 に好意的 な らしめた と考え られ る。
また,最 後 の段階では,労 働者は個 々の人間でな くして,協 働 し,共 に生
活す る集 団の メ ソパ ーで あ り,作 業上,そ の他 の社会上 の関連で結ばれた集
団の規制 に影響 され るところが大 きい とい う点を 明 らかに し,心 理学的人間
像に加えて,社 会学的人 間像 を も附与 す る ことにな った。
(3)実験結果 の論理構 造
メイ ヨーは上述 のホ ー ソソ工場 での実験のほか,さ らに金属加工工場,航
空機工場 において もイ ソフォーマル組織 の研究実験 を重ねた。そ うした一連
の実験結果を ミラー=フ ナ ーム(D.C.Miller&W.H.Form)は一般原則
くユ　　
的 に 以 下 の ご と く要 約 した 。
(1)作 業 は 集 団 活 動 で あ る(す べ て の ハ ー ヴ ァ ー ド産 業 調 査 か ら)。
(2)人 間 社 会(thesocialworldof七headult)は 主 と し て 作 業 活 動 に よ
⑯D.C.Miller&W.1{.Form,1ndustrialSociology,2nded.,1964,p.677.
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って型が決 まる(繊 維工場,リ レー組立実験室か ら)。
(3)労働者の勤労意欲や生産性を左右するのは,物 的作業条件 よりも,認
め られたい,安 定を得たい,集 団の一員で あ りたいとい う欲求である
(リレー組立実験室か ら)。
(4)苦情は必 らず しも事実の客観的な説明であるとは限 らない。普通は集
団内で 個人の 地位が 乱 されて いることの徴候である(面接か ら)。(傍
点:原 文イタリックス)
(5)労働者は,そ の態度な らびに有能さが工場内外の社会的要求によって
左右 され る人間である(リ レー組立実験室,配 電器捲線観察室か ら)。
⑥ 職場内の非公式集団は,個 々の作業者の作業習慣や態度に強い規制力
を及ぼす(リ レー組立実験室,配 電器捲線観察室 と金属加工工場か ら)。
(7)第一線監督者は,作 業集団のモラールと生産性を決める唯一に して最
も重要な要因である(金 属加工工場,南 部 カリフォルニア航空機会社か
ら)。
⑧ 社会的統制力の確立 していた社会か ら現在のような変 化適応の激 しい
社会への変遷は,職 場の社会組織や産業社会全般をたえず分裂 させがち
である(南 部カ リフォルニア航空機会社か ら)。
(9)集団の協調は 偶然に 起 りは しない。 計画され,助 成 されねぽならな
い。 もし,協 調が得 られるなら,工 場 内の職場関係は,凝 集力が高 ま
り,変化適応 の激 しい社会の分裂に対抗 し得る(南 部 カリフォルニア航
空機会社か ら)。
調査員の当初描いていた人間像は,経 済的利害によって動か され,そ の論
理的能力を利己のためにのみ使 う人たる経済人であったが,以 上のごとき結
論を得る過程で,そ れ までの 概念を捨てざるを 得なかったのである。 けだ
し,労働老の行動はその感情か ら切離 して理解 しえず,感 情 自体容易に偽装
されるものであ り,ま た,感 情の表現はそれのみによってではな く,その人
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1変 化 一 反 応
皿 変 化 一 反 応
＼/
態度(感情)
皿 変 化 一 反 応
＼/
態度(感情)/＼
個人的来歴 職場情況
間の全体的情況に照 して初めて理解されるも
のであるか らである。掲げた図は,人 間理解
の過程的進行を表わ し,労働者の周囲に起 っ
た物理的変化と,そ れに対する労働者の反応
との間の単純かつ直接的な関係か ら,複雑化
して態度を規制す るものとして個人的来歴 と
職場における全体的情況が加わった関係へ と
(16)
思考過程が変化す ることを示 している。
一方,こ うした感情は人間の非論理行動を説明す る契機 となる。人間の行
動は,論 理的行動,非 論理的行動,不 合理行動の三側面のいずれかか らなる
が,ほ とんどは,非 論理的行動である。非論理的行動の排除は,人 生のあら
ゆる価値 と意義を破壊 し去ることとなる。かかる視点にもとついて,イ ンフ
くの
オーマル組織論が展開 され る。
す なわ ち,レ ス リスノミー ガ ー と デ ィク ソ ソに よれ ば,経 営体 は 人間関係
の複合体で あ り,そ れは 「社会 的体系(シ ステム)」を形成 す る。「体系」 と
は,そ の各部 分が他 のすべての部 分 と相互依存 関係にあ る全体 と して意味つ
く　ラ
け られ る。
剛 灘{訟 ∵ ㌦
.す な わ ち,か れ ら に よ れ ば,経 営 体 一 「経 営 組 織 」 は 物 的 ・技 術 的 な メ カ
ニ ズ ム に 相 当 す る 「技 術 的 組 織 」 と,人 間 関 係 の 複 合 体 と し て の 「人 間 的 組
㈹ レス リス パ ー ガ ー,邦 訳pp.24～5。
⑰ 馬 場 教 授 は,人 間 行 動 のか か る三 側 面 に よ る区 別 は,メ イ ヨー一・派 の 独 創 に 基
づ くも ので は な く,明 らか に パ レ トの影 響 に よ る もの で あ る と して い る。 馬 場 敬
治 「経 営 学 と人 間 組 織 の問 題 」 昭29,P・32。PP・65～8。
な お,メ イ ヨー 一 派 と パ レ ト の 社 会 学 体 系 の 比 較 は,W・G・Scott,HZtman
RelationsinManagement,pp.37～9.参照 。
(18)Roethlisberger&Dickson,ibid,,p.551.
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織」の二面か ら成 ってお り,そ して,こ の構造上の二面に応 じて,そ れは外
部の一般社会に対す る物資の生産,お よび内部の従業員各自の物資生活の保
障 とい う 「経済的」な機能 と,従 業員相互の協力関係の維持および促進,従
業員全体の労働意欲の維持および高揚 とい う 「社会的」な機能 とをもってい
る。すべての経営体は,こ の二つの機能を果すために,一 方では他の経営体
との間の競争 とか産業界の情勢の変化とかに関 して 「外部均衡」を保つとと
もに,他 方では,内 部の人々の意思の疎通や相互の理解や,ま た,す べての
人々が,そ れぞれの地位と仕事に満足 して働き うるような状態の維持に関 し
て 「内的安定」を保たなけれぽな らない。
ところで,社 会的体系はさらに,そ れぞれ独 自の相互作用のパターソな ら
びに見解 と信念の体系を併せ持つ フォーマル とイソフォーマルの組織に分け
られ る。前者は,経 営者側の伝統的な思考方式の枠内において,経 営体が最
も合理的 ・能率的に運営され るごとく仕組まれた組織であ り,費用 の論理と
能率の論理に貫かれ るものである。後者は,い わば下か らの組織であ り,そ
の主体は一般の労働者であって,感 情の論理の貫 くところのものである。 こ
れは また,名 のごと く,非 公式かつ 内的な組織であ り,通 常,経 営体の物
的 ・技術的な機構や外面的 ・制度的な組織の背後に奥深 く隠 されてお り,そ
の実態は容易に捉えがたい。従 って職務の同一性や職場的近接性,あ るいは
監督者に対する態度の同一性な どに もとつ く普通の感情を基盤 とした,い わ
ば,無 形 の自然発生的組織である。 しかも,こ こにおける集団的感情は,公
式組織に対 してあるいは促進的にあるいは阻止的に作用す る。
V人 間関係論の本質
以上のようにメイヨー一派によって体系化されることとなった人間関係論
は,組 織における個人の把握に新 しい視点を導入 しなが ら,それが自発的協
働的な社会的心理的関係にのみ焦点を限定 し,社 会的 ・歴史的側面を捨象 し
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「 たがために 後 の論者に よって 本質把握に 関 して 内在 的 ・外在的批判を受け
る。
W.L.ウ ォーナーは,YankeeCityのス トライキの研究を通 して,地 域社
会 の生活 との関連において労働者 お よび労使 関係を捉 えて,社 会的観点か ら
く　の
理 解 し よ う と した 。 同 市 の製 靴 工 の ス トラ イ キ の 要 因 は,(1)この 土 地 の 工 場
に 古 くか ら存 在 した 技 能 別 階 層 秩 序 の 崩 壊,(2)工場 に 対 す る地 域 社 会 の 統 制
力 の 喪 失,(a)外部 の 同 種 産 業 団 体 と の 連 携,(b)大都 市 資 本 の 支 配 力 流 入 に 伴
な う不 在 出 資 老,不 在 経 営 者 に 対 す る不 満 の 諸 点 で あ り,経 営 一労 働 組 合 の
フ ォ ー マ ル な集 団 組 織 に お け る人 間 行 動 が 必 らず し も経 済 的 論 理 に よ っ て の
み 理 解 さ れ 得 な い こ と を 指 摘 した 。 労 働 者 は 一 方 に お い て,失 意 と不 安 定 の
感 情 の,他 方 で 同 質 化,平 均 化 に よ っ て 目覚 め た 労 働 者 と し て の 連 帯 感 の 所
有 者 と して 行 動 す る も の で あ る と の理 解 が な され,経 営 や 組 合 に 内 在 す る 複
合 要 素 を 相 互 関 係 と して,全 体 情 況 と して 把 握 しな け れ ぽ,労 資 関 係 の 問 題
処 理 が な され 得 な い こ と を 結 論 づ け た の で あ る 。
ま た,W.F.ホ ワ イ トは,InlandS七eelContainerCompanyの組 合 と経
営 側 と の 団 体 交 渉 の 調 査 か ら,労 使 の 対 立 と協 調 を 相 互 作 用 の 型 と して捉
え,個 人 の 集 団 に お け る社 会 的,心 理 的 機 能 を 労 働 組 合 と経 営 と い う公 的 な
段 階 で 把 握 した 。 労 働 組 合 が 人 間 関 係 に お い て 果 す 積 極 的 な 重 要 性 を 指 摘
し,組 織 内 に お け る コ ミ ュニ ケ ー シ ・ ソが 労 資 関 係 に 及 ぼ す 影 響 の 大 な る こ
⑲ この点 に 関 しては,柴 田 勝 次 「経営 労働分析」 昭42,PP・19～30参照 され た
い。なお原文献 には下記 を挙 げ る ことが 出来 る。
W.LWarnerandP.S.Lunt,YanheeCitySeries,6vols.(esp.Vol.4),
1941～1947.
w.LwarnerandJ.o.Low,ThescocialsystemoftheMoaemFactorツー
TheStrike=ASocialAnalysis,YankeeCi七ySeries,Vol.41947。
W.F.Whyte,PatternforlnaustrialPeace,1950.
W.E.Moore,industrialRelationsαndithe50cialOrder,1947.
な お,ホ ー ソ ン実 験 に 関 す る そ の 後 に お け る 集 約 は,H.A.Landsberger,
HawthorneRevisited,1958が代 表 的 で あ る 。
⑳WarnerandLow,op.cit.
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(21)
とを指摘 した。
一方,これに対 してJ.T.ダンロップは,労 働経済学的な立場に立って労
資関係研究には,全 社会的な場面における労資の対立関係を主題 とする研究 証
(22)
方針を とる ことが必要であ る としてホ ワイ トとの論争 を展 開 し,(1)組合お よ
び経 営なる2つ あ るいはそれ 以上 の組織体 の関係,、(2)これ らの組織体が互に
関係 し合 う全体状況,(3)一定 の労使 関係 の発端に おけ る事情,(4)その関係の
展 開方 向 とい った諸 問題 を特定 の環境要素 との関連 において,か つ またそれ
を動的過程において捉 え よ うと主張 した。
ス コ ッ トは,H.J.シ ェパ ー ドが 「小 さ くまとまった社会体系」の命題 の
立場 か らは,よ り大 きな制 度か ら発 生す る対立問題を解決す るのは不適当で
(23)瀞
あるとの批判を普遍性あるものとして上げている。 シェパー ドの論 旨は産業
界の調和の根本的な決定要因として労働組合を扱わない点に要約 され るが,
*(24)
具体的には次の4点 に亘って以上の論争過程を総括的に考察 している。
1.人 間 関係 論 は,「 工 場 の 内外 を 問 わ ず 産 業 界 の 平 和 の 経 済 的,政 治 的 決 定 要
因 の体 系 的 な低 評 価 で あ る」。
2.「 あ た か も真 空 に お け るが 如 く」,人 間 関 係 論 は工 場 に 対 す る 観 察 視 野 を 制
限 して い る。 調 和 とか,対 立 の原 因 を 組 織 の社 会 体 系 を 越 え て見 よ う と しない 。
3.従 業 員 とか 管 理 者 の対 立 緩 和 は,意 志 決 定 力 の再 配 分 とか,従 業 員 の 要 求 へ
の譲 歩 か ら もた らされ る の で は な く,社 会 的 な(操 作 の)技 術 の適 用 に よ っ て な さ
れ る。 操 作 の方 向 は,従 業 員 を して,「 自分 の敵 意 の 目標 か ら会 社 を除 外 す る よ う
に不 平 を 再 解 釈 せ しめ る」 こ とで あ る。
4.こ の よ うに,人 間 関係 論 の透 視 図 に あ っ て労 使 関 係 は,自 らを 「主 と して 労
働 者 対 労 働 者,労 働 者 対 監 督 の よ うな 個 人 対 個 人 の関 係 に 低 め て しま った 」。 対 立 。
の主 源 泉 は 労使 関 係 に こそ 見 出 され るの で あ る。
⑫1)Whyte,づδ砿,pp.165～172.
働J.T.DunloP,``FrameworkfortheAnalysisofIndus七rialRelations:Two
Views,"Industrialan4LaborRelationsReview,Vo】.3,No.3,Apri11950,pp.
383～412.
㈲Scott,ibid.pp.57～8.
⑫DH.J.shepPard,"ApProachestoconflictsinAmericanIndustrialsoci-
ology,"British/ournalo/Sociolo8y,Dec.1954,pp.324～410.
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ス コットは,シ ェパー ドに述べ られている人間関係論の 「真空なる」内向
性を第1に 指摘す るとともに,人 間関係論の近視眼的欠陥として次の三点を
挙げている。第1の 点は,対 人関係 と集団に不相応に重点を置 く結果,労 働
く　　
に対 して正当な分析を行なっていない ことである。第2は,労 働満足の経済
学的側面を無視する傾向である。 この欠陥は,現 代 の従業員は,賃 金を自己
の要求の トップに据えていないと 「証明した」一連の調査結果に よるもので
あって,そ の結果,社 会的心理的満足が従業員に とって金銭以上に重要 とな
っている 点である。 ス コットは,経 済人は 深 く埋没 さるべ きではないとし
て,ま った く経済的に合理的な行動を想定することは出来ない ように人間関
係論は社会学的,心 理学的手法として対立 とか不満足に対す る完全な分析手
(26)
法た り得 ない ことを 指摘 す る。 第3の 批判点は,人 間関係調 査 の 構 造であ
る。労働におけ る人間行動研究は現業部門か一線監督者 に限 られてお り,そ
こで の諸発見は必 らず しも管理上層 の行動 を説 明す ることにはな らない。管
理者行動に関 しては更 に次 の諸点が疑問 と して残 る。(1)期待 とモーテ ィヴ ェ
イ シ ・ンに関す る現場 と管理者 の違 い,② 管理者 の 自己 自身に 対す る 考 え
が,自 己の役割 とか仕事 の満足に影響す る度合,(3)管理者集団の構造 と思想
知識 との意思決定へ の影響,(4)大規模 官僚制型 の組織におけ る管理者行動理
解のための政治科学 のデ ータと方法論 の貢献 度。
㈲ ドラッカーは,人事管理論者の理論的誤謬を克服した点を人間関係派の功績に
挙げながら,さ らに新たな概念の実現に成功しなかったとして人間関係派を批判
する。P.F.Drucker,ThePractiGeofMαnagement,1954,PP.278～80.
㈱ この点では,バ ーナー ド=サイモンによって 「管理人」概念が確立されている
ことを想起されたい。 この新しい人間観は,経 済人と情緒人の間に位置 し,「近
代的組織論」の基本的概念の 中核となっている。管理人は一定の制約を受けた
選択力ないし 自由意志をもつ 個人 として把握されてお り,経済人で想定される
ような全能人的合理性は 非現実的な概念として排除 されている(H.A.Simon,
A4ministrativeBehavior,chapt.V)。
一方.マーチ=サイモソは,欲 求の満足 ・不満足は欲求の水準と報酬の期待価
値の差に規制されると適応体系を図式化し(March&Simon,ibid.,pp.48～9),
経済的欲求や昇進の欲求が労働者にとって重要な欲求であると仮説している。さ
らに,それにもとついて,賃 金 ・給与制度や昇進制度の性格いかんが労働者の組
織参加と生産性に対するモーティヴェイションに及ぼす影響を検討している。
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一一方,こ うした批判に加えて,満 足度一 モ ラール 生産性の仮説に関
してこれを検証 しようとの努力がたびたび行なわれてきたが,仮 説検証の試
みは失敗に終った。満足度 生産性の相関度が低 く,かつまた単純な関係
　 ラ
が見 られ なか ったので ある。た とえぽ,1947年来行 なわれた ミシガソ大学社
く　　
会行動研究所の研究では,約6,000人の労働者か ら得た資料について因子分
析を行ない,4つ の因子,(1)仕事そのものへの満足度,(2)会社への満足度,
(3)監督への満足度,(4)報酬と昇進への満足度を得たが,い ずれ も生産性との
間には有意相関を見出せなかったのである。また,1951年にアメリカのサー
ヴェイ ・リサーチセ ソターは,モ ラールおよび監督のタイプと生産性 との関
係を調査するために 事務労働者 と作業労働者を 対象 として 実証研究をな し
た。労働老は,多 くの作業集団に分割 され,各 作業集団について3つ の独立
の尺度,(1)生産性,②従業員の満足度,⑧監督タイプ,監督者の態度が設定さ
れた。なお,満 足度の尺度はさ らに(a)特定の作業集団に所属 していることの
プライ ド,お よび態度,(b)職務そのものに対す る満足,(c)会社に対する愛
着,(d)収入お よび地位に対す る満足,の4要 因について考察された。その結
果は,満 足度 と生産性の高さとの関係で統計的に有意の差異が認め られたの
は,(a)作業集団に対するプライ ドあるいは態度のみであった。従って,実 証
研究か らは,総 体的に満足度と生産性についての正の相関度を うかが うこと
は出来ず,満 足度 モラール 生産性仮説は否定 された も同然の形 とな
(29)(3Q)
っ た 。 却 っ て,マ ー チ=サ イ モ ンは,不 満 足 生 産 性 の モ デ ル を 想 定 して
⑳ 職 務満足 と生産 性 との相関につ いては,モ ラールを構成 要素 の構 造 の見地か ら
詳説 す る 岸戸護 「モ ラール構 造論一 士 気を高 め る管 理 の要点一 」昭42,特
に 内外 の調査 を 整 理 した 一 覧表(PP・21～23)参照 の こと。 同助教 授 は,相 関
の一 般的低 さを モ ラール自体 と デー タ の 把握不充 分か ら 来 るもので あ るとされ
る(p.23)o
㈱ その集約的報告書 といえ るものは,研 究所長 であ る リカー トの著 書で あろ う。
R.Likert,NeωPattemsofManagement,1961(三隅二不二訳 「経 営 の行動
科学 一 新 しい マネ ジメ ソ トの探 求」昭39)。
dit七〇,TheHumanOrganieation,1967.
㈲ 占部都美 「現代企 業 の人間 関係 」昭42,PP・103～5。
(SO)March&Simon,ibid,,pp.47～8.
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新 しい モーテ ィヴ ェイ シ ・ン理論 を展 開せ ん とす るのである。
以上指摘 された人間関係論研究 に関す る ウ ォーナー,ホ ワイ トな どの内在
的批判,さ らには ダ ソロップ,シ ェパー ドな どの外在的 ともいえる批判,さ
らには生産性に関す る実証研究 に もとず く反論 な どか ら,研 究手 法 と しての
人間関係的 ア プローチの限界 と,そ の資本主義企業 の管理組織 の持つ特殊性
無視 の姿勢 を窺 うことが出来 る。そ うした人 間関係論 の欠陥は基本的には,
　 ラ
われわれの主張す る人間関係の二重性に対 して人間関係論者に よっては一面
的な接近 しかなされ得なかった とい う点か ら由来す るものである。かか る点
か らすれぽ,初 期の発端的研究か ら今 日に至 るまでの現代独 占企業実践への
人間関係論による貢献を如何に評価す るかの問題が提起され るのである。人
間関係論の接近方法,特 に社会学的心理学的接近,公 式組織 と個人 との管理
構造 を通 しての把握,そ こに位置づけ られ る労働者 自体の主体性等の諸問題
が本質把握の視点か ら検討さるべ きものとして登場 して くる。
読老は ヒューマソリレーショソズが,(1)「人間関係」それ 自体,(2)人間関
係をめ ぐる諸問題,い わゆる 「人間関係論」,(3)人間関係論を経営管理構造
に巧みに導入 して,人 間関係それ 自体を自発的 ・協働的に企業側に一体化せ
しめ る 「人間関係管理」(必らず しも労務管理の域に 止るものでないことは
後述)の 三面性を もったものと措定す ることを容易に了解され るであろ う。
ところで,こ こにい う 「人間関係」は科学的には,経 験対象に属す るもので
く　　ラ
あ り,そ れ を認識対象 としては如何 よ うに もア プ ローチ し得 る もので あ る。
今 日人間関係論は1つ の総合科学的(interdisciPlinery)アプ ローチの成果 と
(33)
して 考 え る こ と が,「 近 代 管 理 学 」 に お い て 常 識 化 しつ つ あ る 事 実 は 如 実 に
㈱ 本稿 皿参照 。
岡 古林喜楽 「経 営労働論序 説」昭42,PP・65～9・
㈱ 人間関係論 に資す る ところの諸科学 の一 覧表 は,Huneryager&Heckmann,
Humαn・RelationsinManagement・2nded・・1967・Fi9 1参照 され たい。 同書 で
は,「人間関係論 は作 業組織に おけ る 個 々人 の行動 を説明す るに 貢献す る体 系的
　 　 　 　 　
か つ発展的 な知識 体系 であ る」 と概説 され る。 これ に対 して,同 様 に総合科 学的
ア プ ローチを とるス コ ッ トは,人 間関係 を操作 的(oPera七ionally)に捉 え て,「所*
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このことを物語 るのである。労資対立の激化,現 場労働者の作業能率の低下
が経営者の一元的支配の行きづ まりとして経営者により意識されなが ら,そ
の解決策は,も っぱ ら生産力的側面の社会的 ・技術的 な インフォーマルな
「自発的協働関係」にのみ求め られたのであった。 人間関係をより根本にお
いて規制す るところの生産関係的な組織側面は,認 識の対象 とならず,従 っ
て,そ の側面か らの問題解決は表面的にも実質的に もなされなかったのであ
る。この点で,そ うした傾向を生み出す契機 として,(1)社会的経済的背景を
顧 ることのない企業内集団に対する臨床的接近。(2)経営者の能率意識か ら委
(34)
嘱された プロ ・マネジメント的調査研究。(3)調査担当 者の 基 礎学 問的 性
く　
格 な どが考え られて きた。かか る傾 向は フ ォーマルな労 働者の集団であ る労
働 組 合 を 無 視 す る結 果 を 生 み 出 した。 こうした欠陥 に対 して,Western
ElectricComPanyが他 の会社 に比 して労働組合活動が低調で あった こと,
面接 調査に対 して2万 人に も及 ぶ労働者が組合 に関 してほ とん ど発言 してい
ない こと,実 験 の行 なわれた時期が労働運動 の静止期であ った ことな どが反
論 され得 よ う。それに対 して ホー ソソ実験そ の ものが,ロ ックフ ェラー財 団の
財政援助を うけ,工 場 と大学 と財 団 との間 の緊密な協 同作業に よって 「輝 か
　　
しい 学 問 上 の モ ニ ュメ ソ ト」 を 築 き上 げ た の で あ り,そ の 一 方 でWestern
ElectricCompanyが社 内 ス パ イ制 度 の た め に,1933～36年 に26 ,000ドル
　 　
もの巨額の 支出を している事実が 指摘 されているのである。 それゆえに ご
*与 の情況に おいて よ り大 な る個人的満足 を もた らし,同 時 に,企 業 目的を達成せ
しめ る ところの 目的 のパ ラ ソスを実現す るため の諸個人 の効果的 モー テ ィヴェイ
シ ョソの過程」 であ ると定 義づけ る(Scott,ibid.,P・3)。また,「人間 関係 論は,
総合科 学的 な問題 で あ るが,そ れ以上 に人 間関係論 を構成 す る諸科学 の合計 よ り
大 な る ことが特徴 で あ る」(P・52)として,人 類 学,政 治学,社 会学,心 理学,社
会 心理学 の諸原理が人間 関係論 の・ミックボー ンを形成 す る際,そ の方法論に ゲシ
ュ タル ト心理 学の方法 があ るこ とを指摘 す る(p・53)。
圃 笛木,前 掲書,pp.132～3。
岡 一寸 木俊 昭 「経営管理 学に おけ る 「社会 学 」的 ア プローチの検討 」r経営 志林」
4巻2号,P・82。
飼 尾 高邦雄 「産業 におけ る人間 関係 の科学」昭28,pp・93～4。
(3丁薄信一 「現代 の労務管理」昭40,p・27。
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そ,「専制主義者の哲学」の信奉者であ り,経 営は 「天性 の エ リー ト」であ
って産業を統制す る権利を もつ ものと信 じて疑わないメイヨーは,こ の 「権
利」に対 して公然 と反抗す る労働組合に対 しては 「事実」とともに完全に無
く　
視の態度に出たのである。その結果そこに現われているのは,産 業社会学の
　 　ラ
「資本性」であって メイヨーグループの 意図す る 「科学性」ではなか った。
ただ,資 本主義的分業体制の問題を現場 レベルで 「社会学」的に認識す る見
方を打ち出し,従来の単なる方策論としての管理論に学問的装いを与えてい
ロの
るに過ぎないのである。研究当事者が 「科学的」た らんとす る意図とは裏腹
に企業経営における独占体制維持のイデオ ロギー的偏向がまさに社会学,社
ロリ
会心理学,産 業心理学を支配 していたので あ る。かか るイデオ ロギ ー的偏 向
を もち,管 理論 に学 問的 な色彩 を与 え る社会学的 な研究手法 は今 日,モ ーテ
ィヴ ェイシ ・ン,地 位 と役割,組 織,コ ミュニケーシ ・ン,均 衡 と変更 とい
くゆ
った基礎的分析領域をもた らしている。かか る科学的基底を与え られ ること
によって,労 働者は新 しい人間観のモデルの下に組込まれるのであるが,そ
の地位は,現 場 レベル の 管理に有効に アプローチ する 「もう1つ の別の見
方」を開発 した管理論ない し管理技術の分析ない し作用の対象 として定在化
されるのである。 このモデル観の転換は,自 然科学的,機 械的な手法か ら文
化人類学や社会学,社 会心理学 の研究技法であるイ ソターヴ ューイソグや関
　 　
与 的 観 察 の 方 法 の 適 用 に よ っ て もた ら され た こ と は 既 に 考 察 せ る と こ ろ で あ
る。 た だ こ こで 注 意 しな け れ ば な らな い の は,か か る 人 類 学 や 社 会 学 等 の 今
日で い うイ ソ タ ー デ ィ シ プ リナ リー な 領 域 の 諸 科 学 が,人 間 関 係 論 に お い て
初 め て 能 率 の 問 題 と 関 接 した こ とで あ る 。 この 時,た と え ば 社 会 学 は1つ の
㈱ 薄,前 掲書,p・28,傍点原 著者。
㈲ 薄,前 掲書,p.27。
⑳ 一 寸木,前 掲稿,p・86,傍点筆者 。
ω 独 占 ブル ジ ョアジーの支配 とこれ ら諸科学 な らび に組織一 般論 の関係 につい て
は,土 屋嘉一郎 「経営 組織研究 の一 視角」 「経 済集志 」30巻6号 参照 の こと。
U2)Scott,ibid.,p.69.
(49尾高,前 掲書,p・230。
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アプローチとして管理論の領域に一角を しめて,企 業行動に対 して能率増進
の有効な手法を 提供するのである。 社会学的観点 か らなされ る人間性の回
復,人 間疎外の克服はその限 りにおいて管理論の内容 となるが,そ れ 自体 と
してその枠を抜け出る時,「独走」とい うより他ないのである。 けだ し,社
会学的研究その ものは,あ くまで も管理論を扱 う経営経済学 とは別個の科学
で認識を異にす るが,経 営内の具体的問題にその研究成果が結びつ きをもつ
ロの
と,経 営経 済学 の研究領域に入 って くるのであ る。
W人 間関係論の限界
くゆ
ところで,人 間関係論の 「理論化」に寄与 した諸科学の成果は,や がて管
理技術にあって人間関係管理 となって制度化される。 この制度は,初 期の人
　 　 ロ の
間関 係論 の もた らした成果 の管理体制 としての一応 の帰結 を 示 す も の で あ
る。 わが国に おいて,ヒ ューマ ンリレーシ ・ソズ は,「労働科学 の適用 とそ
　 　
の批判を契機 として,労 働力管理に変 るより重 要 な新 しい労 務管理」とし
て受け取 られてきた。わが国におけ る人間関係管理の管理技術は多種多様で
あるが,ア メ リカの人間関係論が問題 とする個人対集団としての人間関係,
いわば水平の個人の関係に対 して,日 本の場合経営者の意識す るところは,
上長 と部下の関係,そ れ も仕事,職 場を離れての上下の人間関係である。従
って,理 論的見地か らすれば,モ ラール ・サーヴェイ,従 業員面接制度が中
心 となって,労 働者の意識調査,す なわち,イ ソフォーマルな組織に もとつ
く人間的情感の分析を 人間関係管理の 出発点に 求めなければ ならないはず
(40古林,前 掲書,PP・65～9参照。
㈲ この点 において,「近 代管理学 」は諸科学 を 集大成 した 人間 関係論 の 果 した役
割 を高 く評価 す る。 マーチ=サ イモ ソが第2モ デルか ら第3モ デルへ の移 向にあ
って,同 じ思想 が底流 す るこ とを指摘 した点想起 され たい。
　 　
㈲ 「一応 の帰結」 と限定 した のは,こ れ まで に も触れ た よ うに イ ソターデ ィシプ
リナ リーな 「一般組 織論 」が,一 面に おいて人間関係論 の否定 であ りなが ら,他面,
組織 におけ る個人を フォ ーマルな側面 で より高度 に展 開 させ てい るか らで あ る。
個人 と組織 の一 体化 の進行 即人間 関係矛盾 の深化 であ るこ とはい うまで もない。
㈲ 今井俊一 「経営管理論 」昭36.P・116。
一80一 商 学 討 究 第18巻 第4号
が,コ ミュニケーシ ョソを通 じての 「社 内の人間的 な協力関係」 一 「労 資協
調」へ と単刀直入 してい るのであ る。従 って,掲 示板,社 内報,提 案制度,
職場懇談会な どを通 じての従業員一 経 営相互間 の コ ミュニケーシ ョソが導
く　ラ
入率において高位を占めてい る。その他,従 業員態度(意 見)調 査,自 己申
告制度,朝 礼,職 場説明会,苦 情処理制度,従 業員面接制度,家 族慰安会等
が続いていて,日 本的特殊的な管理方法の特徴を察知す ることが出来 る。い
ずれにせ よ,ヒ ューマ ンリレーシ・ソズが戦後日本に導入 されるや,旧 来の
「ニコポ ン政策」 と結合 して,ア メリカ以上の普及率を示 したのは,(1)日本
独特の低賃金構造と 社会保障制度の 未完成,② 企業別労働組合であ りなが
ら,過激な経済的,政 治的闘争に集結 し得る特殊な形があることが,基 本的
くるの
な原因 ともいえる。一方,日 本の人間関係管理が 「労資関係対策」 としての
性格を もっているについては,わ が国の階級的社会関係の対立が深刻で,労
働組合運動の急激な成長が労働者の意識を高め,そ れが経営者の政策に反映
して,職 場闘争か ら労資関係的な問題処理がなされ ることにもよる。 また,
労働者の意識的高ま りの反面,年 功序列型の賃金構造の基盤をなす ものが,
家父長的,身 分的序列であって,近 代的な職務意識は充分形成 されず,個 人
の情感に対する理解や評価はなされないといった事情を考慮せねぽな らない
く　　
のであ る。従 って,わ が国の場合,人 間関係管理は,低 賃金構造 と年 功序列
型 賃金体 系を前提 と して,激 しい労 資関係 の対立に あって生産性 向上 に従業
員全体 の 「自発的協力」を獲得 しよ うとい う経 営者側 の主 観 的 意 図 が 先 行
し,コ ミュニケーシ ・ン中心 の方法が採 られ ざるを 得 な い の で あ る。 しか
も,労 働組合 の動向は,経 営者 を してそ の効果を期待す る ことを許 さないの
であ る。 こうした ところに高率の導入 率に も拘わ らず 日本 におけ る実践上 の
人間関係論導入 の限界を見て とることが 出来 る。
と ころで,人 間関係論は,上 述の ごとき管理技法 の体系化で終息 して しま
⑱ 笛木,前掲書,p・1396
㈹ 野 口祐稿 「叢書現代経営4,日 本の労務管理」1963.PP・234～6。
(50)今井,前掲書,pp・162～3。
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(51)
ったのではない。 「近代経営学」が 「人間関係論」に代 って 「独走」 し始め
たのである。前者は後者か ら,行動科学的アプローチ,人 間行動に関する多
くの調査資料な らびに組織 と個人における社会システム概念(強 調点にフ ォ
ーマルと イソフ ォーマル の 違いはあるにせ よ)を 引継いだ。 後者の情緒人
(52)
は,前 者において個性ある組織人 として組織への忠誠を要求 され,他 方で,
自らを 意志決定者,問 題解決者として 組織の動態の中に 位置づけるのであ
ノ
る。 マーチ=サ イモ ソのい うモデル ・チ ニソジは,両 者 の断絶を意味す る も
のではない。 両者は,行 動科学的 アプ ローチの シス テム概念 の絆で緊密に結
(53)
ぽれた 存在である。 では,両 者の結合の過程は 如何に 進行 したのであろ う
か。 「近代管理学」それ 自体の展開が本稿 の主題ではないので,詳 説は しな
いまで も,次 にその展開過程を概観 しよう。
人間関係論に関する内在的,外 在的批判については前節に既述 したが,そ
れ らはほ とんど,イ ソフォーマルな個人行動の把握に関 して情況へのアプロ
ーチの欠陥を指摘する類のものであった。 従 って,い わゆる 人間関係論の
枠の内に留る批判に す ぎなか った。 しか し,バ ーナードが,企 業のみな ら
(54)
ず,軍 隊,教 会,政 府機関,学 校などに共通するフォーマル組織に視点を定
(51}人間 関係論を近代管理 論,・一般組織論 まで拡張 解釈すれ ば,断 絶 の問題 は な く
な る。 田杉競 「人間 関係」昭35,占 部都美 「現代 企業 の人間 関係」昭42は この
立場 に立 つ ものであ る。 ともに初期 の人間 関係論 を批判 す る論者 と してパ ーナー
ド,ア ー ジ リスを,占 部教 授 は,さ らに サイモ ンを採 り上 げてい る。
圃 必 らず しも労働者 だけ で ない ことに注意。組織 を構 成す るすべ ての個 人が意志
決定者 であ り,「管理 人」 であ るこ とに おいて組織 人で あ る(Simon,ibid・,P・8)。
(53)Scott,ibia.,p.4,pp.69～74.
(54)かれ に よれば,フ ォー マル組織 を 「意識的 に調整 された2人 な い しそれ 以上 の
人 々の活 動 お よび 勢 力 の シス テム」 と一般 的に 定義 してい る(Barnard,ibid.,
P・73)。しか し各 人の協 力的行 為 の集合単位 としての 協働 体系に は協働体 系間 の
差異 を生 み 出す物 理的,生 理的,個 人的,社 会 的要素が含 まれ てお り,こ れ らの
諸要素 を排除 して得 られ るのが一 般組織 理論 の中核 た る 「活 動 の体系 」で あ る。
か か る組 織 の成立要 件 として,パ ーナ・一 ドは(1)共通 の 目的,(2)協働 へ の意志,(3)
コ ミュニケー シ ョンの三要素 を挙 げ てい る(P・82)。これ が サイモ ンの場合 には ,
活動 か ら意志決定 へ,更 に決定 前提 へ と分 析単位は細分 化 され る(Simon,ibid.,
P・123)。
両 者の組織理論 の比較 考 察は,植 村省三 「経 営学 の根 本問題」昭42,第5章 第
3節参照 の こと。
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め,人 間行動 の システムを 組織 の本質 とす る研究"TheFunctionsofthe
Executive"を発表す るに及 んで,フ ォ 一ー一7ル組 織 は所 与 の もので は な く,
組織 目的 と個人動機 の適合 一組織 との一体化が組織能率 の観点か ら取上げ ら
るべ しとの批判 が人間関係論に対 して投 げかけ られた ので あ る。人間関係論
の主 眼点であった個人の満足感が組織能 率 一生産性に影響す るとの仮説 に対
して,共 通 目的 の達成度 一協働 の有 効性,な らびに各人 の満足 と協働行為の
くあら　
確保能カー組織 の能率の2基 準を掲げ,誘 因と貢献を媒介 としての組織 と個
人の相互の働 きかけが,個 人の組織への参加を決定す る要件であ り,また,
組織均衡の内容をなす と主張 した。バーナー ドのい う誘因は,単 に経済的,
物質的報酬のみを意味するものではな く,人間関係的見地か らす る威信,個
人的勢力,社 会的地位,組 織への忠誠心などの満足,社 会的統合感な どを も
含む ものである。個人行動の合理的,論 理的側面である協働意欲は,こ うし
た誘因と貢献の比較考量に よって生れ るのであるが,経 営側か らの誘因(客
観的)が 協働意欲を喚起するほ ど充分でない場合には,組 織は個人の動機に
説得や強制,さ らには リーダーシ ップなどの方法によって意識的,主 観的に
くらの
働 きかけることが出来る。 このように,「貢献」 と 「誘因」の均衡は主観的
考量基準の改変によって操作お よび持続が可能であ り,組織に とって均衡の
維持は必須なことである。
ところで,「純粋機能的側面」と 「個性化」の二側面で 捉え られ る個人一
労働者は,上 述のよ うな均衡概念にもとつ く行動の操作で組織 目的の達成 に
向って統合化されて行 く。 即ち,サ イモソ によれば 組織の 上位老=管 理者
は,労 働者の意志決定の基準 となる一群の 「行動前提」,「決定前提」に対 し
て自らの決定に もとつ く組織の 「影響力」を与 えて,労 働者の意志決定に働
きかける。各個人が組織に有利な意志決定をなす方向にその態度,習 性,心
的状態を確立す る影響力は,忠 誠心や能率観念を植えつける教育 とか一般的
(55}Barnard,ibid.,chapt.V.
(56)Barnard,必 砿,chapt.VII,XI.
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な訓練によって作用 し,他 方,組 織の他の部分で下 された意志決定を各個人
に伝達す る影響力は,権 限や助言,情 報の形の活動を通 じて労働者に作用す
　 ラ
る。か くて,労 働者は管理過程において,自 らの意志決定を計画された一定
の刺激一 反応のパターンに従属させ られ,内 的 ・心理的にも組織に統合さ
　 　 　
れ,精 錬化 されるのである。 「満足 モラール 生産性」仮説で情緒的
労働者に大巾の譲歩をせざるを得なかった管理は今 ここに,「 不満足 生
　 　 　
産性」 仮説 の下,組 織 目的 と 個人 目的の背反 もものかは,個 性 的労 働者 を
組織 に釘づ けに しよ うとす る。近代 組織理論 は,パ ー ソナ リテ ィ理論,小 集
団研究,フ ィール ド理論,ソ シオ メ トリー,リ ーダーシ ップ理論 な どの人間
関係論の批判的展開を軸に,社 会学,心 理学 の領域か らの成果を大 巾に導入
(58)
し,管 理 へ の 有 効 度 を よ り高 め よ うとす る。 一 方,リ ッカ ー ト,バ ッキ,ア ー
ジ リス,マ グ レガ ー な ど の グ ル ー プ ・ダ イ ナ ミ ッ クス 理 論 は 「目標 管 理 」 な
く　　
る高度の管理技術を生み出 している。 目標は期間ごとに前期 よりも高 く,そ
して労働者自身の能力よりも高 く,新 しい質的変化の下に定め られ,個 別 目
標は,全 社 目標に統一化され る。組織への参加は従来の提案制度などにみ ら
れ る個別的な参加で もなけれぽ,労 使協議制を通 じての労組 ぐるみの計画へ
の参加で もない。きわめて客観的な数字 目標を もってす る直接 的参 加 であ
り,しか も予定独 占利潤の実現に集中 してつながる目標設定による参加であ
く　の
る。 目標管理体制に組込まれたあ らゆる部門の組織人一労働者は,組 織帰属
的満足に安住 してはいない。 自己完成を目指 して,常 に啓発 して止 まない。
そ こにわれわれは,組 織 目的と物質的にも精神的に も一体化 した自己管理者
を見出すのである。そ こでの労働者は,本来,管理が担 うべき意志決定,問 題
(57)Simon,ibid.,p.11.
(58)権泰吉 「行 動 科 学 と 組 織 理 論 の 展開」r経済評論』昭42,10月臨時増 刊,
P・21。
(59)一寸木,前 掲稿,pp.95～6。
㈱ 敷 田礼二 「目標管理体制 と固定費」「経 済評論 』昭42,10月臨時 増刊,pp・5～
6。なお,同 教 授稿 「目標 管理体制批判 一 予算 制度 のさい きん の 傾 向 と関連 し
て一 」「経 済学研究 」21巻2号 参照 の こと。
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解決の職能を甘受 し自らのものとして遂行す る。初期の人間関係論の果 し得
なかった組織への一体化がここに見事に理論化 されたのであ る。
しか しなが ら,如何に高度な理論化にせ よ,わ れわれが これ まで強調 して
きた人間関係の二重性には依然 として触れ られていないのである。自発的参
加 と労資対立との間の矛盾は,労 働者自身問題解決者であるがゆえに労働者
の自己疎外は,表 面には顕在化せず根本的にはます ます深層化 して行 くので
ある。
とまれ現代独 占企業にとって,「人間関係論」の遺産継承 を 受けての 「近
代管理学」は 決 して 無駄な 「独走」をな したのではない。 科学的 に 「記述
的」であろ うとして もた らす克明な組織分析は,常 に管理に有効な手段を提
供 しつづけるのである。
VII結 論
われわれは,マ ーチ=サ イモ ソの組織論的視点に立ったモデル設定をきっ
かけ としてヒューマソリレーシ ・ソズの歴史的展開の下に,(1)人間関係,②
人間関係論,(3)人間関係管理をそれぞれ考察 してきた。科学的管理法は賃金
合理化においては見るべ きものがあった として も,人 間関係そのものについ
ての認識を自らの 管理制度に 構造化するには 至 らなかったのである。 従 っ
て,そ の 「機械モデル」は限界を見るに至 り,第2の 「人間関係的モデル」
の設定を必要 とした。全体情況的視点か らのアプローチは,社 会システム概
念を生み,組 織の非合理的側面の重視を結果 したのである。種 々の調査は,
モラール,リ ーダーシップ,イ ンフォーマル組織等の社会学的,心 理学的諸
概念を管理に もた らしたが,人 間関係の実体認識の出発点において強いイデ
オロギー的偏向を もっていたがために,労 働者の真の主体性回復 の方向づけ
には根本的解決策を提示し得なかったのである。 ここにイ ンフォーマル組織
の中における労働者に関する 「満足度一 モラールー 生産性」の仮説の限
界が示されて くる。
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それで個人と組織の一元化を推進 しようとす る管理の側の努力は止ったの
ではない。労務管理の人間化の要請 とあいまって人間関係的視点を基軸に管
理の総合化,一 般化が管理論の次のテーマとなったのである。理論的根拠 ど
しての人間関係論か らシステム概念な らびに行動科学的アプローチを引継い
だ近代管理学は,個 人の組織への全人格的包摂化を意図する。安定感や帰属
心に満足せず,自 己啓発 して 止まない 自己管理者を 近代組織人 と定義づけ
て,体 制化された労働者像を自らの理論体系の中に構築す る。意志決定者 と
して,問 題解決者 として労働者は更に高度に複雑化 した人間関係に組み入れ
られ,資 本への包摂従属の度合を強めて行 く。 目標管理に典型的に見られ る
労働者像 こそ,意 志決定を 自らのものとし,問題解決の重責を荷わ され,更
に一層労働密度の強度化の対象 とされる 「現代組織人」である。人間関係論
の現代組織化がかか る形で,歴 史的社会的範躊の外で推 し進め られ る限 り,
労働者の自己疎外は深層化 し人間関係論が理念的にせ よ意図 したはずの労働
者の主体性は益 々確立の見通 しの薄いものとなるのである。
〔完,1968.2.17ユ
、
